〇指定乳製品等保管倉庫指定要領
〔昭和46年３月15日〕

〔45乳第1594号〕
改正　平成15年10月１日付け15農畜機第50号
　平成21年４月１日付け20農畜機第4955号

　平成27年１月19日付け26農畜機第4379号
　平成28年３月11日付け27農畜機第5352号
　平成30年３月26日付け29農畜機第6560号
平成30年12月14日付け30農畜機第5128号
令和５年10月２日付け５農畜機第4208号
第１　趣旨

独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）が独立行政法人農畜産業振興機構法（平成14年法律第126号）第10条第１号ホの規定に基づき行う指定乳製品等の保管は、別に定める場合を除き、その種類に応じて機構の指定する普通倉庫又は冷蔵倉庫において行うものとし、その倉庫の指定は、この要領の定めるところにより行うものとする。
第２　指定

１　機構は、第４の申請を受けた場合において、これを審査し、適当と認めるときは、第３に掲げる全ての要件を備えている庫室ごとに倉庫を指定するものとする。ただし、暴力団等の反社会的勢力に該当する者の倉庫は指定しないものとする。
２　申請者が次のいずれかに該当する場合には、倉庫の指定を行わないことができるものとする。
（１）法令に違反した者

（２）第６の規定により指定を取り消された者
第３　指定の要件

指定の要件は次に掲げるとおりとする。

（１）倉庫業法（昭和31年法律第121号）第３条の規定に基づき国土交通大臣の登録を受けた者であって、十分な資力信用を有する者の倉庫であること。

（２）申請者が倉庫の使用に関する権利を有していること。
（３）火災保険に加入していること。
（４）冷蔵倉庫にあっては、冷蔵施設の保管温度がＦ級であること。
（５）倉庫の構造、立地条件及び保管管理状況が良好であること。

（６）長期にわたって乳製品を保管することを特約できる倉庫であって、原則として乳製品の保管の実績を有するとともに、事務の連絡が迅速かつ正確にできる組織を有している者の倉庫であること。
（７）穀類、臭気性貨物その他保管する指定乳製品等に害を及ぼすおそれのあるものとの混蔵をしない庫室であること。
（８）倉庫の所在地が東京都、横浜市、川崎市、名古屋市、大阪市、神戸市、福岡市その他機構が必要と認める市町村にあること。
第４　指定の申請

１　倉庫の指定を受けようとする者は、次に掲げる書類を添えて申請しなければならない。
（１）定款

（２）社歴を記載した書類（乳製品の保管歴を付記すること。）
（３）最近決算期の営業報告書

（４）倉庫寄託約款

（５）倉庫業者として国土交通大臣の登録を受けたことを確認できる書類
（６）火災保険証書の写し
（７）冷蔵倉庫にあっては、保管温度がＦ級であることを確認できる書類
（８）輸入乳製品を保管する倉庫にあっては、税関の保税蔵置所の許可書の写し

（９）倉庫の設備、営業面積を記した書類及び倉庫の見取図

（10）倉庫の使用に関する権原を証する書類

（11）その他機構が必要と認める書類

２　第２により倉庫の指定を受けた者（以下「指定倉庫業者」という。）が庫室の追加指定を受けようとする場合は、１の（６）から（10）までの書類を添えて申請しなければならない。
第５　届出等の手続き

指定倉庫業者は、第２の指定を受けた倉庫（以下「指定倉庫」という。）に対する差押えがあったときその他第３の要件を欠くおそれを生じたとき、又は第４で提出した書類の内容に重大な変更を生じたときは、遅滞なくその旨を機構に届け出なければならない。
第６　指定の取消し又は停止

機構は、指定倉庫業者又は指定倉庫が次のいずれかに該当するときは、指定倉庫の指定を取り消し、又は期間を定めて指定の効力を停止することができるものとする。
（１）第３の要件を欠くに至ったとき。
（２）第４の申請又は第５の届出に当たり、虚偽又は不正行為があったと認められるとき。
（３）法令に違反したとき。

（４）機構と締結する寄託契約に違反したとき。

（５）指定の取消しを申請したとき。
附　則

　この要領は、平成７年４月１日から施行する。

附　則

　この要領の改正は、平成８年10月１日から施行する。

附　則

　この要領の改正は、平成15年10月１日から施行する。

附　則

　この要領の改正は、平成21年４月１日から施行する。

附　則（平成27年１月19日付け26農畜機第4379号）
　この要領の改正は、平成27年１月19日から施行する。
附　則（平成28年３月11日付け27農畜機第5352号）
　この要領の改正は、平成28年３月11日から施行する。
附　則（平成30年３月26日付け29農畜機第6560号）
この要領の改正は、平成30年３月26日から施行し、平成30年４月１日から適用する。
附　則（平成30年12月14日付け30農畜機第5128号）
この要領の改正は、平成30年12月30日から施行する。

附　則（令和５年10月２日付け５農畜機第4208号）
この要領の改正は、令和５年10月２日から施行する。
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